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諮問第 36 号の答申 

農業経営統計調査の変更について（案） 

 
本委員会は、農業経営統計調査（以下「農経調」という。）の変更について審議した結果、

下記の結論を得たので答申する。 
 

記 
 
１ 承認の適否 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 10 条各号の要件に適合しているため、変更を承認し

て差し支えない。 

ただし、以下の「２ 理由等」で指摘した事項については、計画の修正が必要である。 

 

２ 理由等 

(1) 調査体系の変更 

ア 「なたね、そば等生産費調査」の農経調への統合 

農林水産省は、農経調の対象となっていない作物に係る生産費を把握する目的で実施

している「なたね、そば等生産費調査」（一般統計調査。個別経営体に係る部分に限る。）

を農経調に統合することを計画している。 

これについては、「なたね、そば等生産費調査」が、戸別所得補償制度の制度設計に

緊急に対応するために、暫定的に、一般統計調査として実施されているものであり、同

調査で把握するデータが、農経調で把握する生産費に係るデータと同じ制度設計のため

に用いられていること、調査の一体的実施により調査の効率化や統計の正確性の確保に

資すると考えられることから、適当である。 

イ 任意組織経営体を対象とする調査の重点化 

農林水産省は、営農類型別経営統計に係る調査のうち、任意組織経営体を対象とする

調査について、水田作を集落営農として行っている経営体のみに重点化することを計画

している。 

これについては、集落営農以外の任意組織経営体の数が少なくなり、政策的な必要性

が低下している一方、調査事務に従事できる職員数が限られている中で、政策的優先度

に応じた調査の効率化、重点化を図ろうとするものであり、適当である。 

 

(2) 標本設計の変更 

ア 母集団情報の更新 

農経調は、従前から、農林業センサス（農林水産省実施の基幹統計調査）の結果から

得られる情報を母集団としており、５年ごとに当該情報が整備される都度、標本設計の

見直しを行っている。 

今回、農林水産省は、2010年のセンサスデータが整備されたことを受けて、当該情報
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に基づき、標本設計を見直すことを計画しており、最新の情報で母集団情報を更新する

ことは、適当である。 

イ 標本設計の基本的な考え方の変更 

農林水産省は、従前、経営規模の比較的大きな「担い手」層の精度が高くなるように

行っていた標本設計について、経営規模にかかわらず、いずれの階層についてもより適

確なデータが把握できるように改めることを計画している。 

これについては、戸別所得補償制度にも対応し、当該制度の設計・運用のために適切

なデータを提供することができるものであり、適当である。 

ウ 米、小麦及び大豆の生産費に係る調査の標本数の拡充 

農林水産省は、生産費統計に係る調査のうち、米、小麦及び大豆について標本数を拡

充することを計画している。 

これについては、戸別所得補償制度の実施に当たり、主要作物である米、小麦及び大

豆について、より精度の高い地域別及び作付規模別のデータが求められていることに対

応するものであり、適当である。 

エ 東日本大震災への対応 

農林水産省は、東日本大震災に対応して、平成 24 年の変更計画の実施までに、調査

対象から除外する被災地域を集落単位で整理し、母集団情報を補正した上で、標本を再

配分することを計画している。 
これについては、震災による母集団の変化に対応しつつ、円滑に統計調査を実施し、

併せて、調査の精度を確保しようとするものであり、適当である。 

 

(3) 調査事項 

農林水産省は、調査事項については、今回、変更を予定していない。 

これについては、政策的な必要性も勘案し、農業経営の詳細を把握するための必要最小

限の事項と考えられるものであり、おおむね適当である。 

ただし、調査票の一つである「現金出納帳」における「農外収支」、「事業外収入」及び

「事業外支出」の区分及び当該区分中の項目の構成については、記入しやすい調査票とす

る観点や、公表する際の表章項目との整合性を図る観点から、整理する必要がある。 

 

(4) 調査票の変更 

農林水産省は、調査票の一つである「経営台帳」について、一つの簿冊となっていたも

のを、個別経営体、組織法人経営体及び任意組織経営体といった経営形態別に分割するこ

とを計画している。 

これについては、従前、農林水産省職員による聞き取り（他計方式）で実施されていた

「経営台帳」の調査についても、協力が得られる報告者については自計方式が導入されて

いることを踏まえ、報告者の負担軽減を図る観点から、適当である。 
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(5) 調査方法の多様化 

ア 決算書類等の活用 

農林水産省は、協力の得られる報告者について、調査票の提出に代えて、決算書類等

を、郵送等により同省に提供してもらい、同省職員が庁舎において、調査票を作成する

方法を導入することを計画している。 

これについては、報告者に対して、回答方法の選択肢を増やし、報告者の負担軽減に

資するものであるとともに、調査票を作成する元となる決算書類等の提供を受けること

で、より正確な調査票の作成が可能となり、統計の正確性の確保にも資すると考えられ

ることから、適当である。 
イ オンライン調査の導入 

農林水産省は、協力が得られる報告者に対して、表計算ソフトで作成した調査票を電

磁的記録媒体として提供するとともに、当該調査票に入力されたデータや、従前、郵送

又は職員の訪問により提供を受けていた普及会計ソフトのデータなどについて、インタ

ーネット回線を通じて同省に提供することを可能とすることを計画している。 

これについては、報告者に対して、回答方法の選択肢を増やし、報告者の負担軽減に

資するとともに、農林水産省と報告者との間で、十分なセキュリティ対策を講じつつ、

データの迅速なやり取りを可能とするものであり、適当である。 

 

(6) 報告者への還元資料の充実 

農林水産省は、全ての報告者を対象に、農経調の結果について、時系列比較、全国又は

同一地域の同一規模階層比較等が分かりやすく把握できる資料を、報告者の希望に応じて

提供することを計画している。 

農経調の結果に係る報告者への還元については従前からも行われているが、その現状は、

農林水産省の各統計・情報センターが個別に対応するにとどまっており、また、報告者の

要望把握が十分とはいえない面もあった。今回の変更は、報告者から事前に要望を聴取す

るとともに、全国統一の様式を同省の本省で作成し、それら要望に沿った資料を還元しよ

うとするものであり、農経調への理解及び一層の調査協力の推進につながると考えられる

ことから、適当である。 
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諮  問  の  概  要 
（農業経営統計調査の変更について） 

 

１ 調査の目的等 

農業経営統計調査（以下「農経調」という。）は、農業経営体の経営の実態（営農類型別経営統計）

及び農畜産物の生産費の実態（生産費統計）を明らかにして、農業行政に必要な基礎資料を得ることを

目的とする調査である。 

農経調は、昭和 24年から実施された農家経済調査及び米生産費統計調査並びに昭和 24年から順次整

備されてきた米以外の農畜産物生産費調査を統合して、平成７年から実施されている調査であり、平成

21年４月からは、統計法（平成19年法律第53号）第２条第４項第３号に規定される基幹統計（農業経

営統計）を作成するための基幹統計調査に位置付けられている。 

農経調の結果は、農業経営の詳細を把握する唯一の公的統計として、従前から、農業政策の企画・立

案や各種行政価格の算定、施策効果の評価のための基礎資料として幅広く活用されてきているが、近年、

戸別所得補償制度が政府の最重要課題とされて以降は、その制度設計に当たっての生産費データを提供

するものとして、その重要性は、より一層高まっている。 

 

２ 申請の趣旨 

今回の変更は、①戸別所得補償制度の実施に対応して、一般統計調査として実施されている「なたね、

そば等生産費調査」を農経調に統合する等、調査体系を変更するとともに、②５年ごとに実施される農

林業センサス（農林水産省が実施する基幹統計調査。今回については、2010 年世界農林業センサス。

以下同じ。）の調査票情報に基づく最新の母集団情報が整備されたことを踏まえ、標本設計を見直し、

③統計委員会諮問第 20号の答申「農業経営統計調査の変更について」(平成 21年９月 14日付け府統委

第 74 号)における指摘を踏まえ、報告者の負担軽減、円滑かつ効率的な統計調査の実施のために、調査

票の設計の見直し及び調査方法の多様化等を図ろうとするものである。 

 

３ 主な変更内容 

（１）調査体系の変更 

ア 「なたね、そば等生産費調査」（一般統計調査）の統合 

戸別所得補償制度の制度設計に緊急に対応するため、農経調の対象となっていない作物に係る生

産費を把握する目的で実施されている「なたね、そば等生産費調査」（個別経営体に係る部分に限

る。）を農経調に統合する。 

 

イ 調査対象範囲の変更 

営農類型別経営統計を作成する調査のうち、任意組織経営体
（注１）

を対象とする調査については、

従前、水田作及び畑作を対象として実施してきた。 

しかし、調査の効率化・重点化を図るために、水田作を集落営農
（注２）

として行っている経営体の

みを対象とする。 

（注１）農経調は、農業経営体（経営耕地面積が 30アール以上又は１年間の農業生産物の総販売額が 50万円以上であるなど、一定規模

以上の事業を行うものをいう。）のうち、農産物の販売を目的とする経営体を対象として行われる。 

農業経営体は、経営形態ごとに、次の３区分に分けられる。 

① 「個別経営体」とは、世帯による農業経営を行う経営体（法人格を有する経営体を含む。）をいう。 

② 「組織法人経営体」とは、「個別経営体」以外で法人化している農事組合法人及び会社組織による経営体をいう。 

③ 「任意組織経営体」とは、「個別経営体」以外で法人化していない経営体をいう。 
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（注２）集落営農とは、集落を単位として、農業生産過程における全部又は一部についての共同化・統一化に関する合意の下、農業経営

を行うものをいう。 

 

（２）標本設計の変更 

ア ５年ごとに実施される農林業センサスの調査票情報に基づく最新の母集団情報が整備されたこと

を踏まえ、標本設計を見直す。 

 

イ 農経調の標本設計は、従前、施策の対象が、いわゆる「担い手」
（注３）

に集中化・重点化されてい

たため、「担い手」層に厚くなるように設計されていた。 

しかし、経営規模の大小を問わない戸別所得補償制度の施策ニーズに対応できるようにするた

め、各階層がより適確に把握できる標本設計に改めるとともに、主要作物である米、小麦及び大豆

に係る生産費統計に関する調査については、より精度の高い地域別及び作付規模別のデータを提供

するために、標本数の拡充を行う。 

（注３）「担い手」とは、「効率的かつ安定的な農業経営及びこれを目指して経営改善に取り組む農業経営」（食料・農業・農村基本計

画（平成17年３月25日閣議決定））をいい、具体的には、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）に基づく農業経営

改善計画の市町村の認定を受けた農業経営者や農業生産法人などをいう。 

 

（３）調査票の変更 

農経調で用いられる調査票のうち、経営台帳については、内容が詳細かつ多岐にわたるとともに、

個別経営体、組織法人経営体、任意組織経営体といった経営形態ごとに報告内容が異なるにもかかわ

らず、１冊の帳票として設計されていたが、報告者の負担軽減を図る観点から、経営形態別に調査票

を分割する。 

 

（４）調査方法の多様化 

ア 決算書類等の活用 

農経調においては、従前から、報告者による自計方式（経営台帳については、協力が得られる報

告者に限る。）のほか、農林水産省職員が報告者のもとに出向き、報告者立会いの下、決算書類等

を閲覧し、その内容を調査票に転記する等、他計方式によりデータの収集を行ってきた。 

しかし、報告者の負担軽減及び正確性の確保を図る観点から、協力の得られる報告者について

は、郵送等により、決算書類等を農林水産省に提供してもらい、同省職員が庁舎において、調査票

を作成する方法を導入する。 

 

イ オンライン調査の導入 

協力が得られる報告者に対しては、表計算ソフトで作成した調査票を、電磁的記録媒体として提

供する。 

また、表計算ソフトで作成した調査票のほか、従前、郵送又は職員の訪問により提供を受けてい

た普及会計ソフトのデータなどについて、インターネット回線を通じて農林水産省に提供すること

を可能とする。 

 

（５）報告者への還元資料の充実 

農経調への理解及び一層の調査協力の推進につなげるため、全ての報告者を対象に、農経調の結果

について、時系列比較、全国又は同一地域の同一規模階層比較等が分かりやすく把握できる資料を提

供する。 
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農業経営統計調査の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
農業経営体の経営の実態（営農類型別経営統計）及び農畜産物の生産費の実態（生産費

統計）を明らかにして、農業行政に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第４項第３号に規定される基幹統計（農業経営

統計）を作成するための基幹統計調査である。 

調査の目的等 

 
○報告者：農業経営体のうち、農産物の販売を目的とする経営体 

・営農類型別経営統計を作成するための調査：5,150経営体 

・生産費統計を作成するための調査    ：4,359経営体 

 

※ 農業経営体とは、経営耕地面積が 30アール以上又は１年間の農業生産物の総販売

額が 50万円以上であるなど、一定規模以上の事業を行うものをいう。         

 

○調査事項:【現金出納帳】農業・農業生産関連事業・農外事業に係る収入及び支出 等 

      【作業日誌】 人別・部門別・作業別農業労働時間、生産に使用した資材 等 

      【経営台帳】 生産概況、資産状況、損益状況 等                       

 

○調査対象期間：【営農類型別経営統計を作成するための調査】 

個別経営体：毎年１月１日～12月 31日の１年間 

組織経営体：毎年、決算の対象となった年の１年間 

【生産費統計を作成するための調査】 

生産サイクルに基づく 1年間 

 

○調査方法：〔配布〕職員 〔回収〕職員、郵送、オンライン 

 

○調査票の提出時期：【現金出納帳、作業日誌】随時 

【経営台帳】            調査期間終了月の翌月 

 

○調査の流れ：農林水産省 － 地方農政局等 － 統計・情報センター－ 報告者 

 

調査の概要 
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農業経営統計調査結果の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

① 「食料・農業・農村基本計画」(平成 22年３月 30日閣議決定)の「農業経営の発展

のための展望モデル」作成に利用 

② 「農業者戸別所得補償制度」の交付金単価の算定及び農業経営への影響、分析、

検証に利用 

③ 麦、大豆、原料用ばれいしょ及びてんさいに係る諸外国との生産条件格差を補て

んするための交付金算定に利用 

(農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律(平成 18 年法律

第 88号）） 

④ 甘味資源作物及び国内産糖並びにでん粉原料用いも及び国内産いもでん粉につい

ての交付金算定に利用 

(砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律(昭和 40年法律第 109号)） 

⑤ 加工原料乳、牛肉、豚肉等の各種行政価格算定に利用 

(加工原料乳生産者補給金等暫定措置法(昭和 40年法律第 112号）、畜産物の価格安

定に関する法律(昭和 36年法律第 183号)、肉用子牛生産安定等特別措置法(昭和 63

年法律第 98号)) 等 

行政施策上の利用 

 
① 「国民経済計算」の作成のために利用 
② 「産業連関表」の作成のために利用 
③ 「農業・食料関連産業の経済計算」の作成のために利用 等 

他の統計における利用 

 
・「食料・農業・農村白書」における農業経済の現状の分析に利用 

白書における分析での利用 
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（注）図中の数字は、標本数を示す。

組織法人経営体

任意組織経営体

農業経営統計調査等の構成（現行）

営農類型別経営統計 個別経営体
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区　　分 種　　類 種　　類

⇒ 中　　止

営農類型別経営統計 個別経営体 水田作
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第 28回産業統計部会結果概要 

 

１ 日  時 平成 23年７月１日（金） 16:30～17: 30 

 

２ 場  所 総務省第二庁舎 ６階特別会議室 

 

３ 出 席 者  

（部 会 長）廣松毅 

（委   員）縣公一郎 

（専 門 委 員）小針美和、西郷浩、納口るり子 

（審議協力者）内閣府、総務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、千葉県、静岡県 

（調査実施者）農林水産省大臣官房統計部：前原経営・構造統計課長ほか 

（事 務 局）内閣府統計委員会担当室：杉山参事官 

       総務省政策統括官付統計審査官室：金子調査官ほか 

 

４ 議  題  農業経営統計調査の変更について 

 

５ 概  要 

部会長から、農業経営統計調査（以下「本調査」という。）の変更についての答申案が示され、

審議の結果、一部文言の修正を行うことを前提に答申案は採択された。修正については部会長に一

任され、答申案は所要の修正後、平成 23 年 7 月 22 日に開催予定の第 47 回統計委員会において部

会長から報告することとされた。主な意見等は以下のとおり。 

（１）標本設計の基本的な考え方の変更 

○ 答申案２（２）イの第２パラグラフの「経営規模の大小を問わない戸別所得補償制度に対応

し」の部分について、今回の標本設計の変更が戸別所得補償制度に対応するものとすれば、今

後、政策的な変更が生じた場合、サンプリングの方法が変わるようにも読めるのではないか。 

○ 今回の標本設計の変更は、経営規模の大小を問わず、いずれの階層からも精度の高いデータ       

を得ることができるようにすることが目的である。したがって、今後、政策の変更が生じた場

合でも、層別の中のサンプリングサイズの変更により対応することとしており、本調査の標本

設計の大きな変更につながるわけではないと理解している。 

○ 今回の標本設計の変更の考え方をより適切に示すため、「経営規模の大小を問わない」の部分   

を削除することが適当ではないか。 

（２）オンライン調査の導入 

○ 答申案２（５）イの第２パラグラフの「通信上の秘密保護も確保されている」の部分につい

て、通信上の秘密保護の確保は当然のことであり、削除してもよいのではないか。 

○ 通信上の秘密保護は、オンライン調査の導入を適当と判断する理由である「報告者の負担軽

減」及び「調査の効率的実施（データの迅速なやり取り）」と並列的なものではないため、この

点を明確に整理したほうが分かりやすいのではないか。 

資料３の参考資料２ 
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○ オンライン調査の導入の適否を判断するに当たり、秘密保護の面も十分確認していることを

示すことが適当と考えられるため、通信上の秘密保護の部分は表現ぶりを修正するとしても残

した方が良いのではないか。 

○ 通信上の秘密保護というと回線部分だけしか考えていないような印象も受けるので、農林水

産省と報告者との間で、セキュリティの確保についても十分考慮しながら、迅速なデータのや

り取りを可能とするものといった整理の方向で、内容的に紛れのないような表現を検討すべき

ではないか。 

（３）報告者への還元資料の充実 

○ 本調査結果について、報告者からの要望を踏まえ、同一地域の同一規模階層の比較等が可能

な資料を報告者に還元することは、他にあまり例がない取組でもあることから、報告者の反応

など当該取組による成果についてフォローしておいていただきたい。 

 


